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５．多面的機能支払交付金（目次へ戻る） 

農山漁村振興課活力ある農山漁村スタッフ（一覧に戻る） 

事 業 名 多面的機能支払交付金事業 

事業実施主

体 

多面的機能支払交付金：広域活動組織、活動組織 

多面的機能支払推進交付金：県、市町村、推進組織 

事 業 内 容 （１）農地維持支払交付金 

農用地、農業用用排水路、農道等の地域資源の基礎的な保全管理活動及び地域資源の適切な保全管理の

ための推進活動を支援する。 

（２）資源向上支払交付金（地域資源の質的向上を図る共同活動） 

農業用用排水路、農道等の軽微な補修、農村環境保全活動及び多面的機能の増進を図る活動を支援する。 

（３）資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動） 

農業用用排水路、農道等の施設の長寿命化のための補修・更新等の活動を支援する。 

（４）多面的機能支払推進交付金 

県、市町村及び推進組織が行う多面的機能支払交付金の交付や活動の実施状況の確認、活動組織への指

導等の適正かつ円滑な実施を推進する。 

採択要件等 （１）農地維持支払交付金 

農用地、農業用用排水路、農道等の地域資源の基礎的な保全活動及び地域資源の適切な保全管理のための推進活動を

行う農業者等で構成される活動組織等を設立し、事業計画を作成して市町村長の認定を受けること。活動期間は原則 5 年

間。 

・交付基本単価：田３,０００円 /１０a、畑２,０００円 /１０a、草地２５０円 /１０a  

（２）資源向上支払交付金（地域資源の質的向上を図る共同活動） 

農業用用排水路、農道等の軽微な補修、農村環境保全活動及び多面的機能の増進を図る活動を行う農業者及び非農業

者で構成される活動組織等を設立し、事業計画を作成して市町村長の認定を受けること。 

活動期間は原則 5 年間。 

ア 交付基本単価：田２,４００円 /１０a、畑１,４４０円 /１０a、草地２４０円 /１０a 

※多面的機能の増進を図る活動に取り組めない組織は上記単価に５／６を乗じた額になる。 

イ 多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援加算：田 ４００円/１０a、畑２４０円 /１０a、 

草地４０円 /１０a 

ウ 水田の雨水貯留機能の強化（田んぼダム）を推進する活動への支援加算：田４００円/１０a 

   エ 環境負荷低減の取組への支援加算：長期中干し８００円/１０a、冬季湛水４,０００円/１０a、夏季湛水８,０００円/１０a、

中干し延期：３,０００円/１０a、江の設置（作溝実施）４,０００円/１０a、江の設置（作溝未実施）３,０００円/１０a 

   オ 組織の体制強化への支援加算：４００,０００円/組織 

※ア～ウについて、農地・水保全管理支払（共同活動）又は資源向上支払（共同活動）を 5 年間以上実施した農用地

及び資源向上支払（長寿命化）と併せて取り組む農用地は上記単価に０．７５を乗じた額になる。  

※エについて、5 年以上実施した農用地は、上記単価に０．７５を乗じた額になる。  

（３）資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動） 

老朽化が進む農業用用排水路、農道等の施設の長寿命化のための補修・更新等の活動を行う農業者等で構成される活動

組織等を設立し、事業計画を作成して市町村長の認定を受けること。活動期間は原則 5 年間。 

・交付上限単価：田４,４００円 /１０a、畑２,０００円 /１０a、草地４００円 /１０a 

※直営施工を実施しない場合は、上記単価に 5／6 を乗じた額になる。 

※広域活動組織の規模を満たさない場合、交付上限額は集落数に 200 万円を乗じた額と上記単価に対象面積を乗

じた額の小さい額となる。 

（４）多面的機能支払推進交付金（事務経費） 

それぞれ下記の業務を行う。 

・県：第三者機関の設置・運営、法・要綱基本方針の策定、長寿命化整備計画協議、交付・申請事務等 

・市町村：促進計画の策定、事業計画の認定、交付・申請事務、確認事務等 

・推進組織：推進・指導、事業計画の審査補助・指導、確認事務等 

実 施 要 綱 多面的機能支払交付金実施要綱 

実 施 要 領 多面的機能支払交付金実施要領、日本型直接支払推進交付金実施要領 

交 付 要 綱 
多面的機能支払交付金交付要綱、島根県多面的機能支払交付金交付要綱 

日本型直接支払推進交付金交付等要綱 

交 付 率 区分 国 県 市町村 

農 地 維 持 支 払 交 付 金 ５０ ２５ ２５ 

資 源 向 上 支 払 交 付 金 ５０ ２５ ２５ 

多面的機能支払推進交付金（県） 定額 定額 ― 

多面的機能支払推進交付金（市町村） 定額 ― 未定 

多面的機能支払推進交付金（推進組織） 定額 定額 未定 

備 考 推進組織は、平成 19 年 4 月 5 日に設立済み 

  構成団体：島根県、市町村、島根県農業協同組合、県農業会議、島根県土地改良事業団体連合会 

  団体名称：島根県農地・水・環境保全協議会 （事務局：島根県土地改良事業団体連合会） 


